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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射性核種材料、
　金属電極、および、
　負荷に接続されるときに電気エネルギーの流れを促進する前記電極に接続している電気
接点、
を含む発電機システムであって、
　前記システムは、１５０～１５００ナノメートルの間の厚みを有し、少なくとも１つの
前記電極と直接接触して、その間に金属－半導体接合部を形成する酸化亜鉛の薄膜層をさ
らに含み、
　前記放射性核種材料から受け取られる放射性放出は、前記金属－半導体接合部で電気エ
ネルギーに変換される、発電機システム。
【請求項２】
　前記酸化亜鉛層は基板材料上に形成される、請求項１に記載の発電機システム。
【請求項３】
　前記基板材料は、ガラス、サファイヤまたは水晶から選択される、請求項２に記載の発
電機システム。
【請求項４】
　前記酸化亜鉛層と前記基板との間にドープト金属酸化物材料の層が配置される、請求項
２または請求項３に記載の発電機システム。
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【請求項５】
　前記金属電極のうちの１つは、前記ドープト金属酸化物材料と直接接触して配置される
、請求項４に記載の発電機システム。
【請求項６】
　前記金属電極は、金、銀またはアルミニウムで形成される、請求項１～５のいずれか１
項に記載の発電機システム。
【請求項７】
　前記放射性核種材料はシール材料に覆われる、請求項１～６のいずれか１項に記載の発
電機システム。
【請求項８】
　前記シール材料は、アルミニウム、金属合金、プラスチックまたはマイラから選択され
る、請求項７に記載の発電機システム。
【請求項９】
　前記放射性核種材料は、Ｓｒ－９０、Ｐｍ－１４７、Ｎｉ－６３またはＨ－３から選択
される、請求項１～８のいずれか１項に記載の発電機システム。
【請求項１０】
　前記酸化亜鉛層の厚みは１２５０ナノメートル以下である、請求項１に記載の発電機シ
ステム。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の発電機システムを囲むハウジングを含む、電源
装置。
【請求項１２】
　酸化亜鉛の多層があり、各層は対応する金属電極および電気接点を有し、隣接層は絶縁
基板材料によって分離される、請求項１１に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発電の分野に、特に放射性放出のエネルギーから変換される電気エネルギー
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電池は、外部負荷を駆動するための電気エネルギーの自己充足的なソースを提供する。
電池の一般的な例は、電気化学バッテリである。電気化学バッテリは比較的低コストでし
ばらくの間の電力ニーズを提供することで効果的である一方、限定要因は、材料の種類お
よび重量によって定められる有効エネルギーである。それらの質量に関して電気化学バッ
テリの限られたエネルギー貯蔵およびエネルギー密度のため、代わりの電池（例えばエネ
ルギー密度のより高い理論限界のため、放射性同位元素によって動くバッテリ）を生産す
るさまざまな試みが、あった。
【０００３】
　いくつかの異なるタイプのラジオアイソトープで動くバッテリがある。かつて、この種
のタイプは、電気エネルギーを発生するために放射性物質の崩壊の間、生じる熱を使用す
るラジオ熱ジェネレータ（ＲＴＧ）である。これらの装置は、電気エネルギーへの熱エネ
ルギーの低い変換効率を有する。したがって、ＲＴＧは、電力ソースを発生するために非
常に高エネルギーのラジオアイソトープとともに一般に使用され、そして通常相当なシー
ルドを必要とする。加えて、電力出力は低い。
【０００４】
　別のタイプのラジオアイソトープで動くバッテリは、ラジオアイソトープ、発光材料お
よび光起電力セルを使用する間接的な変換装置である。ラジオアイソトープによって放出
される崩壊粒子は、発光材料を励起する。発光材料によって放出される光は、電気を発生
させるために光起電力セルによって吸収される。このタイプのバッテリは、２段階の変換
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であるので一般に低い効率を、そして発光材料が放出によって損傷を受けるので比較的短
い寿命を有する。
【０００５】
　ラジオアイソトープで動くバッテリの別の例は、ラジオアイソトープおよび半導体材料
を使用する直接的な変換装置である。従来の半導体は、それらがラジオアイソトープ崩壊
生成物から副次的な放射線損傷を負うにつれて、この用途において限られた使用だけであ
る。特に、入射する高エネルギーのβ粒子は、生成された電荷担体を拡散させて止める半
導体の欠陥を作成する。損傷は蓄積して、これによりバッテリの性能を時間とともに低減
させる。
【０００６】
　特許文献１は、付随する熱発生を有する比較的高いエネルギー放射線源、およびラジオ
アイソトープに反応して欠陥生成によって特徴づけられる大量結晶質半導体（例えばＡｌ
ＧａＡｓ）から成る固体原子力電池を開示する。放射線損傷がバッテリの上昇した動作温
度で焼鈍しにより修理されるように、材料は選択される。この装置は低効率をこうむる。
そしてそれは、高エネルギー放射線源の使用を必要として、さらに上昇した動作温度が機
能することを必要とする。
【０００７】
　特許文献２は、結晶質半導体材料（例えばＧａｌｎＡｓＰ）の基板から成る固体のラジ
オアイソトープで動く半導体バッテリを教示する。このバッテリは、寿命を最大にするた
めに半導体材料の劣化を最小にするために低エネルギー粒子だけを放出するラジオアイソ
トープを好ましくは使用する。より低エネルギー放射線源を使用する効果は、より低い最
大電力出力である。
【０００８】
　この種のさらなる装置は、特許文献３に開示される。そしてそれは、二十面体のホウ化
物化合物（例えばＢ１２Ｐ２またはＢ１２Ａｓ２）、ベータ放射線源、および電気エネル
ギーを外部負荷に伝えるための手段、を組み込んでいるベータセルを記載する。ホウ素ヒ
化物およびホウ素リン化物を製造することは高価である。そしてそれは、この種の装置を
生産するためのコストを上昇させる。さらに、この種の装置の生産は、ヒ化物およびリン
化物材料を扱うことと関連した健康、安全および環境のリスクを増した。
【０００９】
　要約すると、現在利用可能なラジオアイソトープで動くセルに関する課題は、電気エネ
ルギーへの放出されたエネルギーの変換の非効率性、装置材料に影響を及ぼす放射線損傷
、高エネルギー核原料および劣化を受ける半導体材料のシールド要件を含む。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第５，２６０，６２１号
【特許文献２】米国特許第５，８５９，４８４号
【特許文献３】米国特許第６，４７９，９１９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の目的は、耐久性と電力出力との間の改良されたバランスを呈するラジオアイソ
トープ電池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明によれば、放射性核種材料、酸化亜鉛の薄膜層、酸化亜鉛に接触して、その間に
金属－半導体接合部を形成する金属電極であって、放射性核種材料から受け取られる放射
性放出は、金属－半導体接合部で電気エネルギーに変換される、金属電極、および、負荷
に接続されるときに電気エネルギーの流れを促進する電極に接続している電気接点、を含
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む、発電機システムが設けられる。
【００１３】
　酸化亜鉛の使用が驚くべき結果を有することが発明者によって発見された。酸化亜鉛が
固有のｎ型半導体である一方で、それは、安定したドープトｐ型ＺｎＯ材料の欠乏のため
半導体材料として限られたまたは商用でないアプリケーションを有する。したがって、そ
れは、ｐｎ接合を形成するための半導体材料の劣った選択であると考えられる。そしてそ
れは、ラジオアイソトープで動く電池を構築するための主要な方向であった。
【００１４】
　半導体材料（例えばＧａＡｓ、ＧａＩｎＡｓ；またはＳｉ、Ｓｉ－Ｃ；またはＣｄＴｅ
；等）の伝統的に認められた選択は、高レベル放射線にさらされるときに構造的に分解す
るとわかった。
【００１５】
　酸化亜鉛は、適切な厚みで使用されるときに、高い放射線レベルに耐えることができて
、そして、金属－半導体接合部（ｐｎ接合とは対照的に）の一部として使用されるときに
、好ましい発電出力を与えることができることを、発明者は発見した。
【００１６】
　本発明の実施形態は、添付図面を参照してここに記載される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】図１は、３Ｖの印加電圧を用いる試験における酸化亜鉛の厚みの変化にともなう
生成された電流の変化を示すグラフである。
【図２】図２は、３Ｖの印加電圧を用いる試験における異なる電極材料および構成を有す
る酸化亜鉛の厚みの変化にともなう生成された電流の変化を示すグラフである。
【図３】図３は、酸化亜鉛層からの放射性核種の距離の変化にともなう印加電圧に対して
生成された電流の変化を示すグラフである。
【図４】図４は、電源装置の第１実施形態の概略図である。
【図５】図５は、電源装置の別の実施形態の概略図である。
【図６】図６は、電源装置のさらに別の実施形態の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明は、特定の実例に関して主に記載される。例示されて記載される特定の実施の特
徴のバリエーションを用いて、本発明の原理が実施されてよいことが理解されよう。実施
例は、本明細書において開示される広い発明の概念の例示としてかつ制限的でないとして
考慮されなければならない。
【００１９】
　本発明の１つの実施は、半導体材料と接触する金属電極を有し、そして放射性核種材料
からの放射線にさらすｎ型半導体材料を使用する発電システムである。電極と半導体材料
との間に形成される金属－半導体接合部で、放射性放出は電気エネルギーに変換される。
生成された電気エネルギーの流れのために、電極間に電位差があることは重要である。そ
れ故、その他と比較して１つの電極でより大きな電荷生成が引き起こされるために、電極
間の金属－半導体接触面積において有意差があることを必要とする。より大きな電荷蓄積
を有する電極は、効果的に負端子になる。そして他の電極は、正端子になる。
【００２０】
　ラジオアイソトープ電池の発電を最大にするために、比較的高いエネルギーレベルの放
射線源および高い活性密度を使用することは、望ましい。しかしながら、大部分の半導体
材料は、この種の高いエネルギーレベルに耐えることができなくて、露出によって構造的
に分解することができない。
【００２１】
　酸化亜鉛は、ｎ型半導体であるが、非常に劣った半導体材料であるとしてこの分野では
退けられる。しかしながら、酸化亜鉛が比較的高いエネルギーレベルの放射線および高い
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活性密度に耐える能力を示すことを、本発明の発明者は発見した。
【００２２】
　残念なことに、提唱された発電システムの酸化亜鉛を使用する最初の試験は、ＺｎＯが
劣った半導体材料であるというこの分野で一般に容認されている意見によって予測される
期待外れの結果を与えた。高レベルの放射線に耐える能力にもかかわらず、生成された電
気出力はごくわずかであった。
【００２３】
　しかしながら、提唱された発電システムにおいて使用される酸化亜鉛の厚みを変化させ
ることで試験が行われたときに、酸化亜鉛が十分に薄い層またはフィルムの形で設けられ
るときに、驚くほど良好な結果が見つかった。本説明および請求項のために、「薄い」は
約１５μｍ未満、そして好ましくは１０μｍ未満を意味する。
【００２４】
　図１は、３Ｖの印加電圧を用いる試験における酸化亜鉛の厚みの変化にともなう生成さ
れた電流の変化を示すグラフである。この試験において、最適電流は１０００ナノメート
ルであった。
【００２５】
　実際的な実験では、酸化亜鉛の薄膜は、無線周波数マグネトロンスパッタまたは電気化
学蒸着によって、５ｃｍ×５ｃｍの表面を有する基板上に形成された。基板は、ガラスの
第１層から成った。この点に関して、サファイヤおよび水晶は、この第１層に適している
ともみなされる。基板は、ドープト金属酸化物材料の層からさらに成った。そしてそれは
、酸化亜鉛が堆積した表面を形成した。
【００２６】
　ドープト金属酸化物材料のこの層は、より小さい正電極がその上に形成されることを許
容した。これにより、正電極を酸化亜鉛から切り離したが、ドープト金属酸化物の半導体
的性質のため電流通路を提供した。好適なドープト金属酸化物材料は、フッ素ドープト酸
化スズおよびスズ・ドープト酸化インジウムを含むが、これらに限定されない。
【００２７】
　多くの金属材料（すなわち、金、銅、アルミニウムおよび銀）が電極としての適合性を
見つけるため検査された。加えて、異なる電極構成（第１は電極が酸化亜鉛層の全表面を
カバーした、そして第２は櫛状または指状グリッド構造が酸化亜鉛表面上に使われた）が
検討された。金属電極材料の一般の厚みは、１００～１０００ナノメートルの範囲、そし
て好ましくは１５０ナノメートルであった。
【００２８】
　金および銅は、スパッタリング技術を用いて堆積した。一方、アルミニウムおよび銀は
、熱蒸発技術を用いて堆積した。
【００２９】
　異なるサンプルは、Ｓｒ－９０にさらされた。これらの金属と酸化亜鉛との間にオーム
接触の望ましい程度を示唆する金属－半導体接合部で、金、アルミニウムおよび銀が線形
および対称電流‐電圧曲線を生じることを、結果は発見した。
【００３０】
　銅は、本目的に不適当であることを示唆する、ショットキーバリアを示す非線形および
非対称結果をもたらした。
【００３１】
　異なる構成に関して、結果のごくわずかな違いが強調された。これは、より少ない金属
を使用する櫛状グリッド構成が現実的なオプションであることを示唆する。他のジオメト
リおよび構成が本発明の範囲内で考察されることはいうまでもない。
【００３２】
　同様に、金属－半導体接合部において、本発明が合金を含む異なる金属を用いて実施す
ることができることが理解されよう。
【００３３】
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　試験は、１５０ナノメートルと１５００ナノメートルとの間の酸化亜鉛層の異なる厚み
によって行われた。
【００３４】
　厚みが１５０ナノメートルから増加するにつれて、生成された電気出力も最適厚みまで
増加し、そしてその後、厚みを増加は生成された電気出力を減少させたことを、驚くべき
結果は発見した。ほぼ１５００ナノメートルを越えて、出力は、実際上はあまりに低くな
った。その結果、試験は、酸化亜鉛が１５０ナノメートルと１５００ナノメートルとの間
にある理想的な厚みの範囲を示唆した。最適厚みは、材料の選択によって変化した。
【００３５】
　最適厚みは、材料の選択によって変化した。図２は、定常の電圧および放射線源での厚
みを用いるが、異なる材料および材料の厚みをともなう電流の変化を示す。材料は、指状
電極構成の銀、完全電極の銀、指状電極構成のアルミニウム、完全カバーのアルミニウム
、完全カバーの金を含んだ。
【００３６】
　図１および図２に示すように、或る試験では、最適厚みは１０００ナノメートルであっ
た。一方、他の試験では、最適厚みは１２５０ナノメートルであった。にもかかわらず、
厚みの全体の有効範囲は、かなり一定のままであった。放射性核種材料の選択によって、
最適厚さが範囲の中で変化することもできることが予想される。
【００３７】
　本発明の実施において使用することができる代わりのベータ放出材料は、Ｐｍ－１４７
、Ｎｉ－６３およびトリチウム、または他のいかなる適切なベータ放出材料も含む。本発
明は、他の種類の放射性物質（例えば、Ｘ線源、ガンマ線源、または他のいかなる適切な
物質も）を使用することが原則として可能である。放射性核種は、いかなる適切な化学形
態にあってもよい。そして材料は、原則として異なる放射性核種の、または他の材料との
混合物でありえた。
【００３８】
　図３に示すように、酸化亜鉛層に対するＳｒ－９０材料の距離および入射角を変化させ
る（２ｍｍと３５０ｍｍとの間を変化させる）ことでも試験が行われた。図３は、酸化亜
鉛層からの放射性核種の距離の変化にともなう印加電圧に対して生成された電流の変化を
示すグラフである。
【００３９】
　予想されるように、距離が増加するにつれて、最善の出力は、出力減少によって最も小
距離で発生した。にもかかわらず、試験範囲を通じてまだかなりの出力が（特に最高ほぼ
３００ｍｍおよび角度＜４５°）あった。発電機の厚み寸法を与えられて、これは広いス
ペースであり、そして、多くの発電機構成が同じ放射性核種材料を有する階層構造に配置
されることができることを示唆した。これにより、単一の放射性核種源からの電気出力容
量を増やした。
【００４０】
　ここで、発電機システムを使用する電源装置の実施例を説明する。
【００４１】
　図４には、基本的な「シングル層」装置１０が示される。示すように、装置１０はハウ
ジング１２を含む。ハウジング１２の中にはその中心に、シールされた放射性核種１４（
例えば、Ｓｒ－９０、Ｐｍ－１４７、Ｎｉ－６３またはＨ－３）の層がある。ハウジング
１２は、さまざまな適切な材料（例えば、アルミニウム、鋼、その他）で形成されること
ができて、空気２８の雰囲気を囲む。シール１６は、アルミニウム、プラスチック、マイ
ラ、他の適切な金属合金または類似の低Ｚ－材料（Ｚは原子量である）であることができ
る。放射性核種１４の各側は、スズ・ドープト酸化インジウム２０の層、およびその上に
形成される酸化亜鉛２２の薄膜層を有する基板（例えばガラス基板）１８である。スズ・
ドープト酸化インジウムの代替例は、フッ化インジウム・スズであることができる。メイ
ンの負電極２４は、酸化亜鉛２２の他の表面上に形成される。そして、より小さい正電極
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２６は、スズ・ドープト酸化インジウム２０の表面上に形成される。導電性リード３０は
、両電極２４、２６に接続され、そして、負荷に接続するためのハウジング１２の外部に
導く。
【００４２】
　図５には、「ダブル層」装置１１０が示される。中心の放射性核種１１４の各側は、２
つの酸化亜鉛層１２２の配置を有する。その各々は、対応する電極１２４、１２６、ドー
プト金属酸化物層１２０を有し、そして、絶縁基板１３２によって分離される。
【００４３】
　図６には、「トリプル層」装置２１０が示される。そして、基板およびＺｎＯの層がサ
ンドイッチ配置において配置される。他の実施例と同様に、中心のシールされた放射性核
種２１４は、各側がＺｎＯ層２２２、ドープト金属酸化物層２２０および電極２２４、２
２６を有する、３つの層の基板２３２の配置を有する。
【００４４】
　明らかなように、層の数を増加させ続けることは、結果として、生成された電気出力を
増加させることができる。どれくらいの層が使用されることができるかという限界は、最
も遠い層が放射性核種材料からどれくらい遠く離れるかによって規定される。
【００４５】
　所望の電力レベルを提供するために複数のサンドイッチ構造を加えて、放射性核種の複
数の層を有する構造が用いられてよいことはいうまでもない。記載されている構造が形状
において通常は四角いにもかかわらず、構造は、いかなる所望の形状でもありえて、適切
な空間が維持されることができる場合、適切な実施においてカーブすることができること
も理解される。

 

【図１】

【図２】

【図３】
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